哲学教育とシティズンシップ教育の架橋
　－考える市民の育成へ向けて－
小玉重夫（東京大学）
１ シティズンシップ教育の背景

 　教育基本法第14条第1項では、「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない」と政治教育の重要性を謳っている。他方で同条第2項では、「法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その他政治活動をしてはならない」と政治的中立を要請している。この2項は本来1項に定める政治的教養の尊重を果たすためのものであったのだが、実際には学校の政治教育を抑制する方向に働き、学校での政治教育は、十分に行われてこなかった。しかし近年、こうした傾向を是正し、学校での政治教育が各方面で試みられている。その背景にあるのが、シティズンシップ教育を求める動きである。

 　シティズンシップ（市民性）とは、民主主義社会の構成員として自立した思考と判断を行い、公的な意思決定に能動的に参加する資質をさす概念である。イギリスでは、1998年に政治学者バーナード・クリックらが中心となって、シティズンシップ教育に関する政策文書（通称「クリック・レポート」）が発表された。

 　この「クリック・レポート」では、シティズンシップを構成する三つの要素が挙げられている。それは、「社会的道徳的責任」、「共同体への参加」」、そして「政治的リテラシー」である。これら三つは、一般にシティズンシップ教育を特徴づける三本柱として位置づけることができる。クリック・レポートの場合、このうち特に重要視されているのは、「政治的リテラシー」である（クリック・レポートの邦訳は、長沼豊・大久保正弘 2012年に収録されている）。

 　日本でも、このクリック・レポートの影響を受けて、筆者も委員として参加した総務省の「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書（2012年1月）で、学校での「政治的リテラシー」の教育を強化することを提言している。そうした動向を受けて、文部科学省でも2013年度から、「中・高校生の社会参画に係る実践力育成のための調査研究事業～未来の主権者育成プログラム～」を開始し、いくつかの学校に予算措置を行って研究開発を進めている。現在、学習指導要領の改訂で高等学校公民科の再編が話題に上っているが、その背景にあるのも以上のような動向である。

 

 ２ 政治的リテラシーと論争的問題の教育

 　これらクリック・レポートや総務省の報告書において重要視されているのは政治的リテラシーの教育である。そこで、次に、政治的リテラシーとは何かについて、イギリスでシティズンシップ教育の理論的基礎を築いたバーナード・クリックの議論によりながら説明したい。

 　バーナード・クリック（Bernard Crick, 1929-2008）はイギリスを代表する政治学者である（小玉 2008、小玉  2015）。後述するハンナ・アレントの影響を強くうけ、政治教育の重要性を早い段階から主張し続けてきた。クリックが政治教育を重要視する背景にあるのは、政治そのものを擁護しようとする視点である。そうした視点が端的に示されているのは、1962年に刊行された著書『政治の擁護』においてである（Crick 1962）。そこでクリックが強調するのは、ある特定の考え方を主張するのではなく、多様な考え方や価値をいかに共存させ調停させるかに関わるものだという政治観である。

 　クリックによれば、政治の本質は、対立の調停や異なる価値観の共存にある。よって、そのような異なる価値が対立している場合に、論争的問題での争点をいかに理解するかにこそ、政治的リテラシーの核心があるということになる。

 

 ３ 考える市民を育てる

 　この争点を知るという営みにおいて重要なのは、複数の価値や理念が対立しているときに、そのことの意味を深く問い、考えるということである。たとえば、クリックに影響を与えた政治思想家のハンナ・アレントは、考えるということは、自分のなかのもう一人の自分と対話をすること、すなわち、「一者のなかの二者（The two-in-one）」を自分自身の内に構築することであると述べている（Arendt 1971:179-193 =1994：208-224）。

  子どものなかにもう一人の自分との対話的思考を促すための教師の実践の特徴を考える際に、教育哲学者のビースタは示唆に富む提起をしている。すなわち、ふだんの教室で行われている実践のなかで、教師がなにげなく発する「みなさんはこれについてどう考えますか」（What do you think about it ?）という問いを「中断のペダゴジー」（pedagogy of interruption）とよび、この中断のペダゴジーにおいては「教育は与える過程であることを止め、問いを発する過程へ、難問を発する過程へと転化する」という（Biesta 2006:150）。

 このような対話的思考は、政治的リテラシーの教育において、論争的問題の争点がどこにあるのかを深く考えるためにも、きわめて重要な意味を持つ（田中・村松 2014）。ここに、シティズンシップ教育と哲学教育と架橋する一つの手がかりがある。
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